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教育に関する事務の管理及び執行の状況に関する点検・評価の概要

１　経緯

　　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成20年4月1日施

　行）の施行により、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況

　について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとと

　もに公表することが義務づけられた。

　　本報告書は、同法26条の規定に基づき、令和3年度における茨城町教育委員会の権限

　に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、教育に関する学識経

　験を有する者の意見を付して報告するものである。

　【参考】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第26条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第1項の規定により教育長

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務(同条第4項の規定により事務局職

員等に委任された事務を含む｡)を含む｡)の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表し

なければならない。

２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を

有する者の知見の活用を図るものとする。

２　目的

　事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行うことにより、事業の成果や課

題を検証し、効率的かつ効果的な教育行政の推進に資することを目的とする。
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３　対象

　　茨城町第６次総合計画前期基本計画に基づき、令和3年度に実施した教育委員会の主

　要な21事業を対象とした。

４　点検及び評価の方法

　　(1)　各事業の取組状況について、必要性、有効性及び効率性の観点から検証した。

　　(2)　各事業の成果と課題を検証し、今後の事業の方向性を確認した。

　　(3)　学識経験者の知見を活用し、各事業を客観的に点検・評価した。

【原課評価：事業の執行者による自己評価】

　　各事業の取組状況について、必要性、有効性及び効率性の観点から３段階で評価し、

　観点別評価の理由を付した。

　〇必要性　・・・・「必要性が高い｣、｢一定の必要性がある｣、｢必要性が低い｣

　〇有効性　・・・・「効果がある｣、｢一定の効果がある｣、｢効果がない｣

　〇効率性　・・・・「効率的である｣、｢概ね効率的である｣、｢効率的でない｣

【委員評価：評価委員による評価】

　　各事業の今後の方向性について、｢現行どおり｣、｢拡大｣、｢縮小｣、｢休止｣及び｢廃止｣

　の５段階で評価し、言及された課題や改善策等を評価委員意見として付した。
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５　茨城町教育委員会評価委員会委員

　　委員長

　　　髙橋　燦𠮷   （元八戸工業大学学長）

　　副委員長

　　　清水　正三   （元茨城町教育支援センター　生徒指導相談員）欠席

　　委員

　　　早乙女　恵美子 （元教育委員会職員）

６　評価委員会実施日

　　令和４年７月２５日（月）
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国 県 町 参 幼児/幼稚園 小学校

1 通学時における児童・生徒の安全確保 ○ ○

2 規範意識や社会性の向上 ○

3 国語力の向上と心の教育の充実 ○

4 英語教育の強化と指導体制の充実 ○

5 不登校児童・生徒の学校及び社会復帰の支援 ○

6 個に応じたきめ細やかな学習支援 ○

7 障害のある児童・生徒の学習支援 ○

8 自然体験と集団生活を通じた人間育成 ○ ○

9 体験学習を通じた人間育成 ○

10 放課後学習活動等の支援 ○

11
12

通学における利便性・安全性の向上 ○ ○

13
14

通学における安全性の向上 ○

15 体験学習を通じた人間育成 ○ ○ ○

16 次代を担う人材の育成 ○ ○ ○ 〇

17 生涯学習と社会参加の促進 ○ ○ ○

18 高齢者の生涯学習の促進 ○ ○

19 文化・芸術を通じた人間育成 ○

20

・
利
用
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の
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生
涯
学
習 地域における情報拠点としての図書館運営 ○

21

推
進

読
書
活
動
の

絵本を通じたコミュニケーションの促進 ○ ○

VLT：ボランティア協力者の有無　　参：参加者負担金の有無 原課評価は，「高」，「中」，「低」の3段階評価
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№20 図書館

№1 児童・生徒

№2 道徳教育

№3 読書普及

№4 語 学

№6 学習指導支援講師配置事業

№7 特別支援教育支援員配置事業

№15 青少年

№19

№13 小学生ヘル

メット購入補助事業

№9 農 業

№11 スクールバス

運行事業(小学校)

№10 放課後スクー

ルサポート事業

№16 放課後子

ども教室推進事

№5 教育支援

№21 読書推

進



中学校 生涯教育 必要性 有効性 効率性 評価 意見等

高 高 高 現

　見守りは重要であり、スクールバスを降りた後停留所から
一人で歩く子もおり必要。防災無線を活用し、外部より来た
不審者対策、行動抑制する効果もあるかと。放送を減らした
のはもったいない。

高 高 中 現

　大切な教育で、いまだからこそ。多くの情報を子供達に与
えるべきであり、少し増やしては。タブレット端末の利用もあ
り使い方やモラル等道徳につなげることも。予算額が少な
い。今後も継続していただきたい。

高 高 高 現

本を多く読んだ児童生徒は減少している。自宅学習やゲー
ムにそれらの時間を取られてきている結果。また、読書の
きっかけになればと、読書記録紙、バインダーの提供、達成
者には賞状配布など町はモチベーションを上げる手法を取
り入れており、担当者の工夫もとても良い、継続していただ
きたい。

高 高 高 現

　立派な事業で成果も上がっている。英語専科教員ととも
に、ALTがいるのは安心である。今後も継続していただきた
い。

高 高 高 現

　大切な問題である。年々不登校児童生徒数が増加してい
る。学校では対応が難しい、家庭内の問題も多いのではな
いか。家庭教育のサポートも大事にしてほしい。コロナ禍な
のか相談件数が減少していることも心配である。

高 高 中 現

　きめ細やかな対応が学級の落ち着きにもつながるとても大
切な事業であるので、今後も継続していただきたい。

高 高 高 現

　なくてはならない対策事業。支援がなければ学級崩壊も招
きかねない。支援を要する子が増えており、昨年度より2名
増員していることは評価できる。今後も継続していただきた
い。

高 中 中 現

　コロナ禍によって各種事業がなくなる中、コロナ対策を行い
ながら、大胆に日程を変え近隣ではあるが実施したことは評
価する。今後も状況を考慮しながら進めていただきたい。

高 高 高 現

　町の主要産業である農業を取り上げ、触れることは良いこ
と。様々な環境の変化にも触れる機会であり、今後も継続し
ていただきたい。

高 高 中 現

　茨城町の学校には不可欠な事業であり、低学年対応は必
須であることから、継続していただきたい。

高 高 高 現

　必要な事業であるため、引き続き継続していただきたい。

高 中 高 現

　命を守る使命を町として大切にしてほしい。通学時の事故
が起きないことが良いが、安全確保のため、今後も現行どお
り継続していただきたい。

高 高 高 現

　事業の概要について、令和３年度はコロナ禍のため事業を
中止した旨記載していただきたい。令和４年度以降の実施
はコロナの状況により実施判断する旨記載するなど検討し
ていただきたい。

中 中 中 現

　継続的に進めていただきたいし、コロナ対策も充分配慮し
た上で継続していただきたい。

中 中 中 現

　コロナ禍ではあるが、工夫しながら事業を町民に提供した
結果受講者が増加したことに対し評価する。また、増加した
要因を解析し、この点検・評価シートに記載していただきた
い。

高 高 高 現

　コロナ禍の影響で実施できないでいるが、状況を見て実施
していく旨、記載していただきたい。

高 高 高 現

　コロナ禍の影響で実施できないでいるが、状況を見て実施
していく旨、記載していただきたい。

高 中 高 現

　コロナ禍で外に出る機会が少なく、図書館を利用する方が
おり、工夫して本の貸し出しを行っている。今後もコロナ禍の
状況ではあるが、消毒対策など工夫していただきたい。

高 高 高 現

　図書館としての役目を十部に果たしており、立派である。
図書館の新しい絵本に出会う喜び、見た時の衝撃など、図
書館に行くことで味わえることがあり、本をたくさん見れる環
境を整備してほしい。工夫されており、評価する。

委員評価は，「現：現行どおり」，「拡：拡大」，「縮：縮小」，「休：休止」，「廃：廃止」の5段階評価
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点検・評価結果（令和3年度事業）

事業対象範囲 原課評価 委員評価

運営事務

防犯対策事業

道徳教育 推進事業

読書普及 推進事業

指導事業

学習指導支援講師配置事業

特別支援教育支援員配置事業

青少年 育成事業

№17 町民教養

講座開設事業

人づくり推進事業

№18 長生大

学

№12 スクールバス

運行事業(中学校)

№8 中学生自然

体験教室事業

体験事業

№14 中学生ヘル

メット購入補助事業

教育支援 センター事業



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 2 事業 13

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

　○　拡大 ○　縮小 ○　休止 ○　廃止

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ⑤安全対策・通学対策の推進

事業　No.1

令和3年度

児童・生徒防犯対策事業 担当課 学校教育課

児童・生徒防犯対策事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 136 千円 136 千円 136 千円

4　事業の目的

　PTA会員，「110番の家」看板の設置宅

目的
　登下校時における犯罪等の未然防止に努め、学校、PTA、ボランティアなど地域全体で
児童・生徒の安全を確保することを目的とする。

5　事業の概要

【保険】
　立哨、引率等、防犯活動に対する保険のため、茨城県PTA安全互助会の加入者負担金を支出。
【「110番の家」看板】
　協力者宅に配布する看板を作製。（看板の残枚数の状況に応じて作製）

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

　「110番の家」看板設置軒数 793軒 779軒 774軒

　小中学校からの不審者情報に関する報告件数 3件 4件 6件

　小中学校における通学安全対策に係る組織の設置数 6校/6校 6校/6校 ６校/６校

　町防災無線による下校時間の周知 　令和３年度コロナ禍のため限定的な実施

　青色パトロール車による巡視 　下校時間における毎週木曜日以外に実施

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　児童・生徒の安全は地域社会における重要事項の一つであり、昨今の社会情勢
を鑑みてもその必要性は高い。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　報告された不審者情報件数は、令和元年度と比較して大きな変動はないが、今
後ともこのような活動は継続していくべきものと考えられる。

効率性

経費や手段は適切である
か

　青色パトロール車については、町教育委員会と町長公室の連携により日々実施を行ってい
る。防災無線については、これまで児童・生徒の声を活用していたが、コロナ禍もあり録音な
ど行えなかった。無線については町民よりさまざまな意見をいただいており、やり方など対策
する必要がある。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　見守りは重要であり、スクールバスを降りた後停留所から一人で歩く子もおり必要。防災無線を活用
し、外部より来た不審者対策、行動抑制する効果もあるかと。放送を減らしたのはもったいない。
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　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 2 事業 17

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　○ 効率的である　　  ● おおむね効率的である　　○ 効率的でない

　○　拡大 ○　縮小 ○　休止 ○　廃止

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進

事業　No.2

令和3年度

道徳教育推進事業 担当課 学校教育課

道徳教育推進事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 120 千円 120 千円 120 千円

6校 6校 6校

　実演（演奏等）を含む道徳講演会実施校数

4　事業の目的

　児童・生徒・教職員

目的 　生命尊重の心や自尊感情を育み、規範意識や社会性の向上を図る。

5　事業の概要

【道徳講演】
命の大切さ、茨城しぐさ、情報モラル（携帯・パソコンの使用について）、障がい者、ＬＧＢＴへの理
解、道徳指導についてをテーマに各小中学校で講演会を行う。

6校 6校 6校
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

　道徳講演会実施校数
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　道徳教育講演会においては、各学校が講師を招き、子供たちが社会規範や情
報モラルを学ぶ機会として積極的に執り行っている。児童・生徒からも,積極的な意
見交換がされ、豊かな心の育成を進めることが出来た。

効率性

経費や手段は適切である
か

各校において、児童・生徒の教育状況や現代的な課題に即した道徳教育を行って
いる。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　大切な教育で、いまだからこそ。多くの情報を子供達に与えるべきであり、少し増やしては。タブレット端
末の利用もあり使い方やモラル等道徳につなげることも。予算額が少ない。今後も継続していただきた
い。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　充実した道徳教育の時間を確保することは、児童・生徒の道徳性を養い，豊かな
心を育成するために必要である。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 2 事業 18

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  〇 おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　縮小 ○　休止 ○　廃止

　　事業 №3

読書普及推進事業 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進

読書普及推進事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 228 千円 236 千円 246 千円

519 514 457

　中学校1～3年生が1年間で50冊以上の本を読んだ生徒数

4　事業の目的

　児童・生徒

目的 　読書活動の推進を通して、児童・生徒の国語力の向上と心の教育の充実を図る。

5　事業の概要
　児童・生徒の読書活動を推進するため、読書記録（書名、作者名、感想等）を記載させる用紙及
び用紙の保管用のバインダーを配付し、年間を通じて目標冊数を達成した児童・生徒に対して、賞
状を授与する。

49 75 61

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

　小学校1～6年生が1年間で100冊以上の本を読んだ児童数

　読書は好きですか（全国学習状況調査の結果）
「当てはまる」または「どちらかといえば当てはまる」と回答し
た児童・生徒の割合

小：73.6％
中：73.1％

学校の授業時間以外に，普段（月曜から金曜），1日あたりど
れくらいの時間，読書をしますか（教科書や参考書，漫画や
雑誌は除く）（全国学習状況調査の結果）「30分以上」と回答
した児童・生徒の割合

小：36.4％
中：27.3％

小：31.7％
中：28.6％

小：28.8％
中：31.3％
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　本事業を中心とした読書活動の推進により、多くの児童・生徒が年間の読書冊数の目標を
達成し、これに伴い児童・生徒の読解力が向上してきている。読書離れが問題視される中、
具体的な数値目標を設定することで本を読むきっかけとして本事業を活用し、読書習慣がさ
らに多くの児童・生徒に定着するよう努める。

効率性

経費や手段は適切である
か

　町の年間の読書冊数の目標を設定し、小学生が100冊以上，中学校は50冊以上の達成者
に対して賞状を授与した。また、小学生に対して読書の記録をさせる用紙を配付し、新入生
に対しては保管用のバインダーも配付した。今後もより事業効果が上がるように努める。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要 ○　拡大

　　●　現行どおり

本を多く読んだ児童生徒は減少している。自宅学習やゲームにそれらの時間を取られてきている
結果。また、読書のきっかけになればと、読書記録紙、バインダーの提供、達成者には賞状配布な
ど町はモチベーションを上げる手法を取り入れており、担当者の工夫もとても良い、継続していた
だきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　児童・生徒の国語力の向上及び心の教育の充実のため、読書の有効性が注目
されており、読書活動を推進するために本事業が必要である。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №4

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 3 事業 12

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止
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　ALTの配置により、ALTと関わり、日常的に英語に触れる機会や外国の文化につ
いて学ぶ機会が増えた。また、授業においてもネイティブ・スピーカーが加わること
で質の高い授業を展開している。

効率性

経費や手段は適切である
か

　英語の授業時間数が増え、ALTの必要性が高まる中、全校に1人ずつの配置に
より、ALTを活用できる時間が増え、授業の打合せ時間も確保できるようになっ
た。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　立派な事業で成果も上がっている。英語専科教員とともに、ALTがいるのは安心である。今後も継
続していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　国際社会で活躍できる人材育成のサポート役として、ネイティブ・スピーカーであ
るALTの必要性は大きい。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　ALT配置状況 5名 6名 6名

※令和2年度は県学力診断テストが実施無のため、
　 県学力定着度調査の平均点を参考値として掲載。

　県学力診断テスト１年生県平均点との差

4　事業の目的

　児童・生徒

目的
　児童・生徒の英語学力の向上と、将来、国際社会において活躍できる人材の育成を目指
す。

5　事業の概要
　外国人の英語指導助手を小・中学校に配置し、児童・生徒の英語力の向上のため英語教育の充
実を図る。

-4.6点 +0.8点※ -1.1点
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和２年度 令和3年度

　英語力の向上（県学力診断テスト１年生の平均点）

25,570 千円 25,846 千円

70.1点 85.3点※ 58.4点

語学指導経費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和２年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 20,548 千円

語学指導事業 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 3 事業 13

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止
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6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　大切な問題である。年々不登校児童生徒数が増加している。学校では対応が難しい、家庭内の
問題も多いのではないか。家庭教育のサポートも大事にしてほしい。コロナ禍なのか相談件数が減
少していることも心配である。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　不登校児童生徒数、100人あたりの不登校出現者数、相談件数は増加傾向か横
ばいの状況にあり、相談内容も複雑化している。児童・生徒だけでなく、保護者や
学校にとっても必要性は高い。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　不登校児童生徒数が増加傾向の状況にある中で、様々な理由により学校に行く
ことができない児童・生徒にとって、学校に行くきっかけをつくる場となっている。

効率性

経費や手段は適切である
か

　不登校児童生徒数が増加傾向の状況にあるため、経験豊富な学識経験者を起
用することにより、問題に効率的に対処している。

　教育支援センターへの相談件数 848件 824件 713件

　相談員の配置状況 7名 7名 7名

令和元年度 令和２年度 令和3年度

　不登校児童生徒数（30日以上・病欠を除く） 45人 42人 61人

　児童100人あたりの不登校の出現者数 1.11人 1.01人 1.55人

　生徒100人あたりの不登校の出現者数 3.90人 3.58人 5.05人

5　事業の概要

【勤務時間】 年間を通じて、実情に応じた勤務（7時間以内/日　、　3日以内/週)

【勤務内容】 主な業務は、不登校をはじめとした生徒指導上の問題を抱える児童・生徒に対す
る指導や相談業務である。また、各小中学校教師の生徒指導力の向上を図るため
の研修を行う。

6,822 千円 7,022 千円

4　事業の目的

　児童・生徒及び教職員

目的
　不登校、暴力行為、いじめ等の未然防止及び早期対応と、不登校に陥った児童・生徒の
社会復帰支援を行う。また、児童・生徒の指導に関する教職員からの相談を受付け、教職
員の指導力向上を図る。

教育支援センター経費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和２年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 6,426 千円

　　事業 №5 

令和3年度

教育支援センター事業 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ③心の問題への対応



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 3 事業 16

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  〇 おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大 ○　縮小 ○　休止 ○　廃止

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　きめ細やかな対応が学級の落ち着きにもつながるとても大切な事業であるので、今後も継続して
いただきたい。
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算数の授業はわかりますか 85.4% 77.9% 83.4%

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　各学校の状況に応じて、非常勤講師を配置することで、少人数単位で柔軟に対
応することができ、指導が行き届くようになるため必要性は高い。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　国語と算数の勉強が好き、授業がわかると答えた児童の割合の増加に向け、少
人数での学習によるきめ細かな指導に、より力を入れていく必要がある。

効率性

経費や手段は適切である
か

　各学校の実情に応じ、より高い事業効果を上げるべく、県による加配とのバラン
スを考えながら、効果的に活用できるよう対応していく必要がある。

国語の授業はわかりますか 89.3% 82.7% 85.6%

算数の勉強は好きですか 68.7% 71.4% 67.7%

5　事業の概要

【勤務時間】
　年間1,050時間以内（6時間以内/日　、 30時間以内/週　、　5日以内/週)
【勤務内容】
　学級担任とともにティームティーチング指導を実施。
　少人数の学習集団を形成し、個に応じたきめ細やかな指導を実施。

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和２年度 令和3年度

　学習指導支援講師数（配置校数） 7人（5校） 7人（6校） 6人（6校）

全国学力・学習状況調査

対象：小学校第6学年児童

「当てはまる」または「どちら
かといえば当てはまる」と回答
した児童の割合

　国語の勉強は好きですか 65.8% 79.0% 59.8%

15,938 千円 14,450 千円

4　事業の目的

　児童・生徒

目的
　全国学力・学習状況調査の結果や町指導主事による学校訪問指導の結果を総合的に考
慮し、学力低下が懸念される学校や落ち着きのある学級運営が困難化している学校へ講
師を配置し、きめ細やかな授業を展開し、学力の向上を図る。

学習指導支援講師配置事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和２年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 15,194 千円

　　事業 №6 

令和3年度

学習指導支援講師配置事業 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 3 事業 17

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　　○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止
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　支援を要する児童・生徒一人一人の状況に応じて丁寧に対応できるため，クラス
全体の落ち着きや安全の確保につながっている。

効率性

経費や手段は適切である
か

　支援を要する児童・生徒が増加する中で，配置人数の増員と同時に，支援員の1
日当たりの勤務時間の短かさが課題となっている。限られた予算で事業効果を上
げるため，学校と支援員が支援を要する児童・生徒の情報共有化をさらに深める
等，活用や配置の仕方について検討が必要である。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　なくてはならない対策事業。支援がなければ学級崩壊も招きかねない。支援を要する子が増えて
おり、昨年度より2名増員していることは評価できる。今後も継続していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　支援を要する児童・生徒が年々増加する中，適切な教育を実施し，円滑な学校
運営を行うためには，各学校の実情を把握したうえで現状に見合った数の支援員
を配置することは必要である。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　支援を要する児童数／児童数（全体） 31人／1,446人 43人／1,382人 48人／1,347人

　支援を要する生徒数／生徒数（全体） 3人／743人 7人／782人 2人／791人

　特別支援教育支援員配置校数

4　事業の目的

　児童・生徒(肢体不自由・発達障害がある者)

目的
　普通学級及び特別支援学級に在籍する肢体不自由や発達障害のある児童・生徒に対し
て，校内における日常生活の介助や危険な行動の防止など安全面に配慮した支援を行う。

5　事業の概要

【勤務時間】
　小学校：年間900時間以内（6時間以内/日　， 28時間以内/週　，　5日以内/週)
　
【勤務内容】
　日常生活の介助，教室間移動の介助，健康・安全確保，教材作成等

5校 5校 4校
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和２年度 令和3年度

　特別支援教育支援員数

19,732 千円 21,466 千円

16人 18人 20人

特別支援教育支援員配置事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和２年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 14,552 千円

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進

　　事業 №7 

令和3年度

特別支援教育支援員配置事業 担当課 学校教育課



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 3 事業 28

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　〇 効果がある　       ● 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　○ 効率的である　　  ● おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大 ○　縮小 ○　休止 ○　廃止

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進

　　事業 №8 

令和3年度

中学生自然体験教室事業 担当課 学校教育課

中学生自然体験教室事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 7,710 千円 0 千円 5,880 千円

一般財源 460 千円 0 千円 151 千円

146名 145名 175名

青葉中参加生徒数（令和3年度参加者）

4　事業の目的

生徒(中学2年生)

目的
　集団生活を通して、礼儀・規律・責任・協力・自立などの心を育むとともに、生徒相互及び
生徒と教師の心の交流を深める

5　事業の概要

町内２校の中学２年生が合同で、4泊5日の日程で北海道の雄大な自然環境と文化を実体験する。
※ふるさと創生事業基金充当 参加者×3万円
令和3年度については、新型コロナウイルス感染症まん延の為、福島県猪苗代・会津若松方面で実
施。

91名 92名 100名
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

明光中参加生徒数（令和3年度参加者）

計 237名 237名 275名
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コロナ禍により、北海道の広大な自然を体験することができなかったが、町外の自
然を体験することができ生徒の思い出作りは出来た。

効率性

経費や手段は適切である
か

町主体ではなく、学校主体で可能なプランを選択し実施していただいた。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　コロナ禍によって各種事業がなくなる中、コロナ対策を行いながら、大胆に日程を変え近隣ではあ
るが実施したことは評価する。今後も状況を考慮しながら進めていただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　中学校時代の良き思い出作りとして、また、豊かな情操教育の一環として必要性
が高い。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №9

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 3 事業 29

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

令和3年度

農業体験事業 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進

農業体験事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 98 千円 148 千円 148 千円

4　事業の目的

　児童・生徒

目的
　農業体験を通して、生命を大切にする心や思いやり、助け合いの心、困難にくじけず力強
く生きる力を育む。

5　事業の概要

【小学校】
　農家の方々からの指導・助言をもらいながら各
校の計画により稲や野菜の栽培及び収穫を行
う。

【中学校】
　中学校近くの遊休農地において、年間を通して
農作物を栽培し、収穫後の農作物の活用方法等
も決める。

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実施内容

小学校
野菜、花の栽培（トウモロコ
シ、アサガオ、ホウセンカ、ツ
ルレイシ、サツマイモ、オク
ラ、キャベツ、ジャガイモ、稲
など）、観察、収穫、調理実習
など

中学校
サツマイモ、稲の栽培、収穫、
調理実習など

小学校
野菜、花の栽培（トウモロコ
シ，ヒマワリ、アサガオ，ホウ
センカ，マリーゴールド、ツル
レイシ、サツマイモ、オクラ、
ピーマン、ゴーヤ、ジャガイ
モ，稲など）、観察、収穫、調
理実習など

中学校
ブロッコリー、白菜、大根、サ
ツマイモの収穫、調理実習な
ど

小学校
野菜、花の栽培（トウモロコ
シ、ヒマワリ、アサガオ、ホウ
センカ、マリーゴールド、ツル
レイシ、サツマイモ、オクラ、
ピーマ、，ナス、ジャガイモ，稲
など）、観察、収穫、調理実習
など

中学校
ブロッコリー、白菜、大根、サ
ツマイモの収穫、調理実習な
ど

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　茨城町の基幹産業である農業に対する興味・関心を高めるとともに、農業の重
要性や勤労の尊さを学ぶ機会を与えるため、事業の必要性は高い。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　活動を通して、生命の大切さを学び生産者の苦労を知り感謝の気持ちを持つこ
とができるようになった。また、仲間と協力して活動を行うことの大切さを学ぶこと
ができた。

効率性

経費や手段は適切である
か

　体験学習にかかる材料費、協力していただいた農家に対しての謝金等適切に執
行されている。また、JA水戸の協力を得て、職員を講師として派遣してもらってい
る学校もある。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　町の主要産業である農業を取り上げ、触れることは良いこと。様々な環境の変化にも触れる機会
であり、今後も継続していただきたい。

14



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №10 

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 1 目 3 事業 31

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　○ 効率的である　　  ● おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大 ○　縮小 ○　休止 ○　廃止

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　茨城町の学校には不可欠な事業であり、低学年対応は必須であることから、継続していただきた
い。

15

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　 学校統合によるスクールバスの導入に伴う児童の下校時間のずれを解消する
ことを目的とした事業である。放課後のクラブ活動や委員会等に出てしまう教職員
をサポートするために必要性は高い事業である。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　高学年の下校を待つ時間を有効に活用することで，低学年の学習習慣の定着に
つながっている。また，教員は委員会活動等に従事することができている。

効率性

経費や手段は適切である
か

　クラスごとに配置しており，人員が必要とされる一方で，短時間勤務のため，サ
ポーターの収入が少なく，人員確保が課題となっている。放課後児童クラブ等，他
の職種で学校に勤務している方に積極的に声掛けをしていく必要がある。

5　事業の概要

【勤務時間】
　1日2時間以内
　青葉小学校，葵小学校の授業日における実情に応じた勤務
【勤務内容】
　児童の学習の見守り，読書活動

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和２年度 令和3年度

　放課後スクールサポーターの配置状況 16名 16名 12名

1,183 千円 819 千円

4　事業の目的

　児童(青葉小学校・葵小学校　低学年)

目的
　スクールバスを運行する青葉小学校と葵小学校に配置し，高学年と下校時刻にずれが生
じる低学年に対し，待ち時間に学習等活動等の支援を行う。

放課後スクールサポート事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和２年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 990 千円

令和3年度

放課後スクールサポート事業 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ②生きる力の育成を重視した教育活動の推進



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №11 

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 2 目 1 事業 14

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止
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令和3年度

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　必要な事業であるため、引き続き継続していただきたい。

201日

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　学校統合に伴う遠距離通学者の救済を目的とした事業であり、必要に応じて運
行内容や方法等を改善しながら恒久的な事業運営が必要である。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　 スクールバスを導入して8年目となり、教育委員会，学校、業者間の連絡もスムーズにとれ
るようになった。大きな事故もなく、遠距離通学者の通学手段として想定通りの成果をあげ
た。

効率性

経費や手段は適切である
か

　 運行内容や方法等を精査するとともに、財源の確保、また利用者の公平性を保つために
も、利用料の未納分の徴収に努める。

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度

　スクールバス利用者数 532名 513名 475名

　スクールバス年間運行日数 190日 200日

4　事業の目的

　青葉小学校・葵小学校に在籍し、おおむね3㎞以上の地区から通学する児童（希望制）

目的 　学校統合により、遠距離通学となる児童の通学の安全及び負担の軽減を図る。

5　事業の概要

【運行車両】大型バス5台、中型バス１０台、小型バス3台（バス事業者に運行委託）
【運 行 日】 原則として学校登校日（授業参観・体育祭等の学校行事が実施される際には、土
　　　　　　   日祝日・長期休業期間等であっても運行する）
【運行回数】1日あたり登校時1回、下校時1回の計2回
【停留所数】青葉小学校：48ヶ所、葵小学校：21ヶ所
【利 用 料】 ・利用者1人につき月額3,000円
【利 用 料】 ・ただし、同一世帯において、同時に2人以上の利用者がいる場合には、2人目の
　　　　　　　   利用者に係る利用料は上記の額の2分の1の額。3人目以降は免除。
【利 用 料】 ・「登校のみ」又は「下校のみ」の場合の利用料は、月額の2分の1の額。

その他財源 12,133 千円 11,529 千円 10,802 千円

一般財源 49,491 千円 71,639 千円 88,142 千円

小学校スクールバス運行事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 34,348 千円 10,846 千円 0 千円

令和3年度

スクールバス運行事業(小学校) 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ⑤安全対策・通学対策の推進



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №12

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 3 目 1 事業 14

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

令和3年度

スクールバス運行事業(中学校) 担当課 学校教育課

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ⑤安全対策・通学対策の推進

中学校スクールバス運行事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 697 千円 777 千円 913 千円

一般財源 7,108 千円 6,257 千円 5,669 千円

4　事業の目的

　青葉中学校に在籍し、昭和区及び網掛区等、遠距離から通学する生徒（希望制）

目的 　学校統合により、遠距離通学となる生徒の通学の安全及び負担の軽減を図る。

5　事業の概要

【運行車両】中型バス１台（バス事業者に運行委託）
【運 行 日】 原則として学校登校日（授業参観・体育祭等の学校行事が実施される際には、土
　　　　　　   日祝日・長期休業期間等であっても運行する）
【運行回数】1日あたり登校時2回、下校時2回の計4回
【停留所数】4ヶ所（宮ヶ崎第六公民館・香取学習館・網掛学習塾前・網掛ゴミ収集所）
【利 用 料】 ・利用者1人につき月額3,000円
【利 用 料】 ・ただし、同一世帯において、同時に2人以上の利用者がいる場合には、2人目の
　　　　　　　   利用者に係る利用料は上記の額の2分の1の額。3人目以降は免除。
【利 用 料】 ・「登校のみ」又は「下校のみ」の場合の利用料は、月額の2分の1の額。

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

　スクールバス利用者数 26名 29名 34名

　スクールバス年間運行日数 188日 200日 200日

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　 学校統合に伴う遠距離通学者の救済を目的とした事業であり、必要に応じて運
行内容や方法等を改善しながら恒久的な事業運営が必要である。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　 教育委員会、学校、業者間の連絡もスムーズにとれるようになり、大きな事故も
なく、遠距離通学者の通学手段として想定通りの成果をあげた。

効率性

経費や手段は適切である
か

　 運行内容や方法等を精査するとともに、財源の確保、また利用者の公平性を保
つためにも、利用料の未納分の徴収に努める。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　必要な事業であるため、引き続き継続していただきたい。

17



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 2 目 2 事業 14

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　○ 効果がある　       ● 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ⑤安全対策・通学対策の推進

　　事業 №13

令和3年度

小学生ヘルメット購入補助事業 担当課 学校教育課

通学援助費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 870 千円 951 千円 874 千円

448名 438名 441名

4　事業の目的

　児童

目的
　登下校時における交通事故の未然防止に努め，児童の安全を確保することを目的とす
る。

5　事業の概要 　新入学児童及び4年生にヘルメットを配布した。

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

ヘルメットの無償提供数

18

　登下校中の児童を重大な事故から守り，また安全と安心が得られるなど一定の
効果が期待できる。

効率性

経費や手段は適切である
か

　新入学児童の増減により経費は変動する。また、転入の対応として追加購入す
ることもあるため、児童数の推移を注視しながら対応している。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　命を守る使命を町として大切にしてほしい。通学時の事故が起きないことが良いが、安全確保の
ため、今後も現行どおり継続していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　当町は公共交通機関に乏しく，スクールバスを導入している学校に在籍する対
象地域の児童以外は原則徒歩通学となる。そのため交通事故から子どもたちを守
る対策が必要である。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 3 目 2 事業 14

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　○ 効果がある　       ● 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

1　総合計画の体系
3 時代を担う育む教育・文化のまち 1　学校教育

主要施策 ⑤安全対策・通学対策の推進

　　事業 №14

令和3年度

中学生ヘルメット購入補助事業 担当課 学校教育課

通学援助費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 708 千円 816 千円 1,383 千円

236名 272名 228名

ヘルメットの無償提供数

4　事業の目的

　生徒

目的
　登下校時における交通事故の未然防止に努め、生徒の安全を確保することを目的とす
る。

5　事業の概要

　
　令和3年度の新入学生徒については自転車通学者に対し、ヘルメットの購入額を全額補助した。
　令和4年度の新入学生徒については自転車通学者に対し、ヘルメットを配布した。

233名
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

ヘルメットの無償提供(購入補助)数

19

　登下校中の生徒を重大な事故から守り、また安全と安心が得られるなど一定の
効果が期待できる。

効率性

経費や手段は適切である
か

　新入学生徒の増減により経費は変動する。購入額の全額補助または配布により
入学時の保護者の負担を軽減することとなっている。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　命を守る使命を町として大切にしてほしい。通学時の事故が起きないことが良いが、安全確保の
ため、今後も現行どおり継続していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　中学校の生徒は、青葉中学校のスクールバスの対象地域の生徒以外、ほとんど
が自転車通学となる。そのため交通事故から子どもたちを守る対策が必要であ
る。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 5 目 2 事業 12

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　●効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　〇 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

20

目的とする実績や成果は
あげられたか

効率性

経費や手段は適切である
か

　　○　改善が必要

7　事業の評価

　 日常では経験できない様々な体験、交流活動を通して、創造性、協調性を育む
機会を提供している。

　 新型コロナウイルス感染症の影響により、実施には至らなかったが、異年齢の
子供たちと、町の自然を生かした体験や多様な学習を行うことで、自主性、協調性
及び社会性の習得に結びついている。

　里山体験では、常陽森のボランティアに委託したことにより充実した内容と職員
の負担軽減になった。
　募集のチラシは小、中学校を通して配布し、窓口、FAX、インターネットを利用し
て申し込みの受付を行っている。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　●　現行どおり

　事業の概要について、令和３年度はコロナ禍のため事業を中止した旨記載していただきたい。令
和４年度以降の実施はコロナの状況により実施判断する旨記載するなど検討していただきたい。

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

有効性

4　事業の目的

　児童・生徒

目的
様々な体験活動や学習機会を提供し、子どもたちの人間性・創造性を育むことを目的とす
る。

59 人 38 人 0 人

項目

5　事業の概要

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

自然体験事業参加人数

子ども教室参加人数

28 千円 13 千円

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により事業の実施に至らず。以下は令和２年度の内容。

①里山自然体験
②将棋教室
③ニュースポーツ教室
④コップで教訓茶わんをつくろう
⑤液体窒素で‐196℃の世界を体験
⑥ハニワをつくろう

（2回：38人）
（6回：11人）
（6回：7人）
（1回：20人）
（1回：22人）
（1回：15人）

体験学習の森
駒場庁舎
駒場庁舎
駒場庁舎
駒場庁舎
駒場庁舎

さつま芋掘り、竹弓、竹鉄砲作り等
将棋体験
ﾕﾆｶｰﾙ、ｽﾅｯｸﾞｺﾞﾙﾌ等
教訓茶わんでｻｲﾌｫﾝの原理を学ぶ
液体窒素を利用した実験
親子で埴輪づくり

青少年育成事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和２年度 令和３年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 184 千円 101 千円 0 千円

一般財源 5 千円

事業 №15

令和3年度

青少年育成事業 担当課 生涯学習課

1　総合計画の体系
３ 次代を担う人を育む教育・文化のまち ５ 青少年健全育成

基本施策 ④青少年の体験・交流活動等への参画促進

116 人 75 人 0 人



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №16

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 5 目 2 事業 13

対象

　○　必要性が高い　　●　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　〇 効果がある　       ● 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　〇 効率的である　　  ● おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

21

　 異年齢との活動や様々な体験により豊かな人間性を育む場となってい
る。

効率性

経費や手段は適切である
か

　アンケート調査を実施し、実施内容の検討・充実を図っている。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　継続的に進めていただきたいし、コロナ対策も充分配慮した上で継続していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　子供たちの安全・安心な活動拠点として、様々な学習、スポーツ体験活
動等を提供している。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

　参加者数

4　事業の目的

　児童

目的
　小学校の施設を利用して、全ての児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験活動
を行う機会を設ける。

5　事業の概要

　
　町内全４小学校において、週1回実施。
　長岡小学校，大戸小学校、葵小学校は定員100名、青葉小学校は定員150名。
　放課後の時間を利用して、自主学習、スポーツ体験活動等を行っている。

152 人 134 人 188 人
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和２年度 令和３年度

　実施校数

3,185 千円 4,645 千円

4 校 4 校 4 校

放課後子ども教室推進事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和２年度 令和3年度

国・県・支出金 1,698 千円 1,457 千円 1,306 千円

その他財源 245 千円 194 千円 301 千円

一般財源 3,222 千円

放課後子ども教室推進事業 担当課 生涯学習課

1　総合計画の体系
３ 次代を担う人を育む教育・文化のまち ５ 青少年健全育成

基本施策 ③ 家庭・地域の教育機能の向上



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №17

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 5 目 5 事業 13

対象

　○　必要性が高い　　●　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　〇 効果がある　       ● 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　○ 効率的である　　  ● おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

町民教養講座開設事業 担当課 生涯学習課

1　総合計画の体系
３ 次代を担う人を育む教育・文化のまち ２ 生涯学習

基本施策 ④特色ある講座・教室の企画・開催

町民教養講座開設事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 332 千円 110 千円 158 千円

一般財源 34 千円 97 千円 100 千円

34 人 15 人 52 人

　短期講座受講者数

4　事業の目的

　全町民

目的
　 町民に様々な学習の機会を提供をすることにより、より豊かな情操を持ち学習意欲を高
め、社会への積極的な参加を促すとともに、自分の生涯学習を見つけることを目的として開
講する。

5　事業の概要

103 人 42 人 17 人
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

　長期講座受講者数

【事業内容】　7講座開催
①楽しむフラダンス
②ルーシーダットン
③健康にシェイプアップ
④はじめよう折り紙

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか

（6回：7人）
（6回：16人）
（5回：13人）
（5回：6人）

⑤音楽で脳トレ
⑥パッチワークで可愛い
　 小物づくり
⑦茨城町の歴史を知る

（5回：10人）

（2回：6人）
（2回：11人）

22

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、受講回数が少なくなったが、感染予防
対策を講じ、町民のニーズに応える企画に努めた。また、講座終了後、自主的に
活動を続ける自主サークルとして１件の団体が新設した。

効率性

経費や手段は適切である
か

　全戸にチラシを配布し、郵便、FAX、インターネットでの受付を行っている。
　関係機関や多方面からの情報収集、多様な町民講師の確保に努め、講座の充
実を図っている。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　コロナ禍ではあるが、工夫しながら事業を町民に提供した結果受講者が増加したことに対し評価
する。また、増加した要因を解析し、この点検・評価シートに記載していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　町民一人ひとりが豊かな情操を持ち、自らの学習意欲を高め、生活文化の向上
を図るとともに、新たなコミュニケーションを構築できる場の提供に努めた。
［評価委員意見に対する回答］
　増加要因は、短期講座で人気のあった講座を長期講座として実施したことや、新
型コロナウイルス対策をした上で、定員数の見直しを図ったこと、及び講座数を増
やしたことである。



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №18

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 5 目 5 事業 14

対象

　●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

　● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

　〇 効率的である　　  ● おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

長生大学運営事業 担当課 生涯学習課

1　総合計画の体系
３ 次代を担う人を育む教育・文化のまち ２ 生涯学習

基本施策 ④ 特色ある講座・教室の企画・開催

長生大学事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 195 千円 0 千円 0 千円

一般財源 697 千円 106 千円 106 千円

215 人 0 人 0 人

クラブ活動者数

4　事業の目的

　65歳以上の町民

目的
　 時代に対応する心構えを養い、心身ともに健康で、生きがいづくりの一環として学習やク
ラブ活動を行うことを目的とする。

5　事業の概要

【事業内容】
　実 施 回 数 ： 16回
　活 動 内 容 ： クラブ活動
　講 師 料等  ： 106,000円

　①大正琴クラブ活動（8回）
　②民舞クラブ活動（8回）
　

12 人 10 人 8 人
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和２年度 令和3年度

長生大学受講生数

23

　長生大学の月1回の学習会については、新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、中止としたが、少人数で活動が可能なクラブ活動は継続して実施した。

効率性

経費や手段は適切である
か

　クラブ活動の開催に対応した企画、運営を行っている。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　コロナ禍の影響で実施できないでいるが、状況を見て実施していく旨、記載していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　 長生大学の受講者の意見等を反映し、参加者の希望に添う事業運営に努めて
いる。今後は、コロナウイルス感染等の状況を見極め、実施していく。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №19

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 5 目 7 事業 13

対象

●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

● 効率的である　　  ○ おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

人づくり推進事業 担当課 生涯学習課

1　総合計画の体系
３ 次代を担う人を育む教育・文化のまち ２ 生涯学習

基本施策 ④ 特色ある講座・教室の企画・開催

人づくり推進事業費

3　事業費
　  （決算額）

財源 平成元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 458 千円 0 千円 0 千円

300 人 0 人 0 人

4　事業の目的

　全町民

目的
　 一流の文化人による講演会を開催することにより，町民の学習活動を支援し，豊かな心
と広い見識を持つ人づくりを目的とする。

5　事業の概要
【人づくり文化講演会】

6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 平成元年度 令和2年度 令和3年度

　文化講演会聴講者数
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　 新型コロナウイルス感染症の影響を受け，中止とした。

効率性

経費や手段は適切である
か

　多くの町民の参加を促すため，広報誌，ホームページだけでなく，秘書広聴課と
連携し，町民の日開催ポスターへ掲載し，広く周知を図っていく。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　コロナ禍の影響で実施できないでいるが、状況を見て実施していく旨、記載していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　 町民の学習機会の充実を図り，学習意欲の向上を支援するために本事業の必
要性は高い。今後は、コロナウイルス感染等の状況を見極め、実施していく。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №20

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 5 目 6 事業 11

対象

●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

● 効果がある　     　○一定の効果がある　　   　○ 効果がない

● 効率的である　　  〇おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

図書館運営事務 担当課 生涯学習課(図書館)

1　総合計画の体系
３ 次代を担う人を育む教育・文化のまち ２ 生涯学習

基本施策 ②　生涯学習関連施設の整備充実･利用促進

　図書館運営事務費

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 8,944 千円 9,068 千円 8,758 千円

115,123 95,798 99,923

団体貸出（出前サービス含む）

4　事業の目的

　図書館利用者（町内及び広域）

目的
　 図書館は地域の情報発信拠点として、利用者に充分な資料の貸出や各種サービス及び
情報提供することを目的としている。

5　事業の概要

　 一般利用者及び施設等への資料貸出を行う。町民の学習、読書意欲に応えるため、幅広い資
料・情報を収集し、利用者のニーズに速やかに対応できるようにする。また、幼児・児童・生徒に対
し読書を習慣づける取り組みとして、総合学習の支援、施設見学などを積極的に受入れ、全年齢層
の図書館利用促進に努める。さらには職場体験等を実施し、図書館を通して勤労観を養い、社会参
加、地域交流、人づくり教育の場としての一役を担う。

14,812 13,052 12,308
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

　資料の貸出 （相互貸借・団体貸出を除く）
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　 図書資料の貸出については、一般利用者のほか、保育園や幼稚園・小中学校
など施設に対し図書の出前サービスで積極的な貸し出しを行なったが、コロナウイ
ルス感染拡大により一時休館もしたが制限を設け開館した。

効率性

経費や手段は適切である
か

　 図書資料等については、利用者の要望等に応えながら、幅広い選書・選定によ
る購入を行うとともに、あわせて相互貸借（県内図書館）を活用し、充実した資料の
収集・提供を図っている。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　コロナ禍で外に出る機会が少なく、図書館を利用する方がおり、工夫して本の貸し出しを行ってい
る。今後もコロナ禍の状況ではあるが、消毒対策など工夫していただきたい。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

   情報通信技術の進展により、多種多様な情報についての要望が多い中、リクエ
スト・レファレンス・ネットワーク等、それぞれにおいて需要に合った迅速な資料の
提供を行っている。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



　　　　　　　　　　　　教育に関する事務事業の点検・評価シート 　　事業 №21

令和3年度

事業名

章 節

2　予算の体系 款 10 項 5 目 6 事業 12

対象

●　必要性が高い　　○　一定の必要性がある　  ○　必要性が低い

● 効果がある　       ○ 一定の効果がある　　   　○ 効果がない

● 効率的である　　  〇 おおむね効率的である　　○ 効率的でない

○　拡大　　    　　○　縮小　　  　  　○　休止　　  　  　○　廃止

読書推進活動事業 担当課 生涯学習課(図書館)

1　総合計画の体系
３ 次代を担う人を育む教育・文化のまち ２ 生涯学習

基本施策 ⑥　読書活動の推進

読書推進活動事業

3　事業費
　  （決算額）

財源 令和元年度 令和2年度 令和3年度

国・県・支出金 0 千円 0 千円 0 千円

その他財源 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 441 千円 368 千円 303 千円

107人 98人 97人

小中学校への図書館司書派遣（司書派遣回数）

4　事業の目的

　生後5～9か月の乳児及び保護者、小中学生

目的
　ブックスタート事業や読み聞かせ事業等のほか、小学校への図書館司書派遣を行うこと
で、乳幼児をはじめ、児童・生徒が本に慣れ親しみやすい環境を整え、読書推進を図ること
を目的とする。

5　事業の概要

　ブックスタート事業は、生後5～9か月児を対象に健康増進課で実施する離乳食教室及び育児相
談時に、図書館職員とボランティアによる絵本の読み聞かせを行いながら絵本を配布する。また、
ブックスタートのフォロー版として読み聞かせ事業『絵本となかよし』を行なっている。さらには町内
の小学校へ図書館司書を派遣し、図書館資料お届けサービスや学校図書室の環境整備などの支
援を行う。

67回 60回 51回
6　事業の実施状況
　　（各種指標）

項目 令和元年度 令和2年度 令和3年度

ブックスタート事業（乳児健康診査・ごっくん教室）
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　 コロナ感染拡大予防対策により、ブックスタートでは、本来目的とする絵本を通
じて親子のふれあいの時間を持つ大切さを伝える「読み聞かせ」ができず、絵本の
手渡しのみとなってしまった。図書館司書の派遣について学校休校を除き、定期
的に学校図書室支援活動を行ったが思うように学校へ赴くことができなかった。

効率性

経費や手段は適切である
か

　ブックスタート事業では絵本セットを購入し、健康増進課と連携をとり事業を行っ
たが、コロナ感染拡大予防対策のため保護者とお子さんに読み聞かせをする事は
できなかったが、図書館の利用案内をしながら絵本を手渡し、絵本の読み聞かせ
の大切さを伝えた。

8　評価委員意見
　  （今後の方針・
　　 課題等）

　　○　改善が必要

　　●　現行どおり

　図書館としての役目を十部に果たしており、立派である。図書館の新しい絵本に出会う喜び、見た
時の衝撃など、図書館に行くことで味わえることがあり、本をたくさん見れる環境を整備してほしい。
工夫されており、評価する。

7　事業の評価

必要性

社会的要因や住民のニー
ズに即しているか

　 少子化や核家族化が進み女性の社会進出も増え、地域との繋がりが希薄とな
り、子育ても孤立しがちな状況となっている中で、様々な角度からのボランティアと
連携した子育て支援が求められている。

有効性

目的とする実績や成果は
あげられたか



教育委員会における今後の対応について

　学識経験を有する評価委員から今後の方針等、貴重なご意見をいただき、令和３年度の

教育に関する事務事業の点検及び評価を実施いたしました。

　点検及び評価の手法につきましては、事業の必要性、有効性及び効率性の観点から定量

的指標を示すことにより、公平かつ客観的な評価の実施に努めました。そのうえで令和３

年度における主要２１事業についての点検及び評価を実施し、事業の成果や課題の検証、

さらに今後の事業方針等を確認いたしました。

　点検及び評価の結果、評価対象である２１事業について概ね良好に執行されているとし

て、今後についても現行どおりの事業運営を継続すべきであるとの評価をいただきました｡

　各事業にてご意見やご指摘がございました課題や改善事項につきましては、個々の事業

を再点検し、より事業の効果を高めるべく、教育行政の一層の推進に努めてまいります｡

　また、新型コロナウイルス感染症が終息しない中、令和4年度は経済活動と社会活動を

戻しながら事業を進める状況にあり、提供方法等を工夫し教育活動の充実を図って参りま

す。

　次年度の点検及び評価につきましては、引き続き、点検及び評価の手法を改良し、実効

性が高い評価の在り方を検討してまいります。

　茨城町教育委員会は、評価委員からいただいた貴重なご意見をもとに、事業のさらなる

改善を図り、町民に信頼され、支持される教育行政の運営に努めて参ります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年８月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城町教育委員会
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